
国連による最新のSDGsレポート（注１）によれば、絶対的貧困状態にある人々の数は、約６億5700万人から６億7600万
人と推計され、COVID-19が蔓延する以前の約５億8100万人から増加しています。このまま推移した場合、2030年までに、
貧困を終わらせるというSDGs目標の達成は極めて難しい状況です。

また、日本の貧困状態についての厚生労働省の調査（注２）によれば、2018年度の日本の相対的貧困率は、15.4%であり、
子どもの貧困率は13.5%とOECD諸国の中でもかなり高くなっています。また、子どもがいる現役世帯で、大人が１人の場合
の貧困率は実に48.1%となっています。

一方、山口県では、母子世帯の平均年収は243万円（2018年）で、全国平均の348万円（2017年）より105万円低く
なっています。また、要保護及び準要保護児童生徒数は20,489人で、就学援助率は20.42%（2018年度）であり、全国の
14.72%より高くなっています。（注３）

山口大学基金
山口大学基金は、2015年、創基200周年を記念して創設されました。学生への修学支援を中心に、教育・研究活動、国際交

流・地域貢献活動の支援事業を行っています。これまで卒業生、企業・団体、学生のご家族、地域の皆様や教職員等から温かい
ご寄附を頂き、多くの学生や研究者への支援を行うことが出来ました。特に2020年にはコロナウイルス感染拡大の影響を受け
生活が困窮する学生などに緊急給付型奨学金や授業料支援等1億円規模の支援を行うことが出来ました。明日の日本を担う学生
が夢をあきらめることがないよう、また、研究者が安心して研究に打ち込み、その成果を社会に還元して貢献できるように、山
口大学基金をさらに充実させ、継続して支援を行います。

総支援学生・教職員数　2,180人・92件　支援総額　約３億円
2021年度支援実績　支援人数・件数625人・20件　支援額　約3,200万円

七村奨学金
経済学部卒業生 七村守氏のご寄附により創設した給付型奨学金です。経済的な理由で修学に専念することが困難で優秀な学

生が、安心して勉学に取り組めるよう支援しています。毎年10名の新入生に一人当たり年間63万円（７万円×９か月）を修業
年限期間中（４年又は６年）給付します。この制度により支援を開始した2016年から現在まで55人の学生を支援し、そのう
ち27人が卒業して、就職先や進学先で活躍しています。

経済的困窮学生への授業料支援（返還不要）
家計の急変により授業料の納付が困難となった学生や、授業料免除基準における家計基準を満たし学力向上が見込まれる学生

に、学業を継続できるよう授業料を支援しています。支援する授業料は、半期分の授業料267,900円を上限とし、支援回数は
修業年限期間中１回です。支援を開始した2016年から現在まで15人の学生を支援しました。

2021年度 支援学生数　５人、支援総額　113.1万円
 前期２人（理学部１、共同獣医学部１）、後期３人（経済学部１、工学部２）

経済的に困窮する学生への食料品支援
COVID-19感染拡大の影響を受け経済的に困窮する学生を救済するため、NPO法人との共催により、400人の学生（吉田

キャンパス250人、小串キャンパス50人、常盤キャンパス100人）にお米や缶詰、レトルト食品など食料品12品目を支援しま
した。

2021年度 対象学生数400人、支援額36.9万円

注１：国際連合広報センター、「持続可能な開発目標（SDGs）報告2022、概要」
 https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/sdgs_report/

注２：厚生労働省、「2021（令和３）年 国民生活基礎調査の概況」、2022年９月９日
 https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa21/dl/12.pdf

 「2019年国民生活基礎調査の概況」（厚生労働省）抜粋
 https://www.stat.go.jp/info/kenkyu/skenkyu/pdf/20210625_08.pdf

注３：山口県、「山口県子どもの貧困対策推進計画（令和２年度〜令和６年度）」、令和３年３月
 https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/uploaded/attachment/27231.pdf
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